
この施設の入所利用料金はいくらですか。 

貴方（入所される方）の所得金額によって料金表が違います。 

 

負担限度額認定証を持っていますか？ 

 

持っている。       持っていない。 

 

 段階別の料金表①～④へ。 

 

           負担限度額認定証の申請が必要です。 注 

 

住所地の自治体へ申請 

 

負担限度額認定証の交付   負担限度額認定証の不交付 

 

段階別の料金表①～④へ。 

認定外料金表⑤～⑦へ。   

    １割・２割・３割負担が 

          あります。 

注・・負担限度額認定証とは？ 

・負担限度額認定制度の対象者に交付される書類です。 

・負担限度額認定制度→介護保険施設を利用した際にかかる費用（住居費・食 

費）を軽減する制度のこと 



介護保険負担限度額認定証は、所得が低い方が介護保険施設に入所（ショートステイ含

む）したときの利用料を抑えるものです。そのため以下の条件（要件）のとおり、住民税非課

税世帯が対象になります。 

• 生活保護を受給 

• 世帯全員（本人含む）が住民税非課税 

• 本人の配偶者が住民税非課税 

尚、住民税課税世帯は要件を満たさないため、この制度の認定は受けられません。 

所得の基準 

介護保険負担限度額認定証の要件は住民税非課税のほかに、対象者の所得と資産によって負

担限度額が決められています。 

ここでは、第 1～第 4の負担段階ごとに所得の状況をご紹介します。 

＜第 1段階＞ 

生活保護受給者・老齢福祉年金受給者 

＜第 2段階＞ 

年間の所得合計金額と課税年金収入額と非課税年金収入額の合計が 80万円以下 

＜第 3段階 1＞ 

年間の所得合計金額と課税年金収入額と非課税年金収入額の合計が 80万円超 120万円以下 

＜第 3段階 2＞ 

年間の所得合計金額と課税年金収入額と非課税年金収入額の合計が 120万円超 

＜第 4段階＞ 

住民税課税世帯は非該当ですが、第 4段階として分けられています。 

※課税年金＝老齢年金、非課税年金＝遺族年金と障害年金など 

 


